
はじめに

２００６年の６月には改正男女雇用機会均等法が

可決，成立し，ますます女性も働きやすく，市

場で力を発揮できるような仕組みが整えられつ

つある。あわせて，家庭の側では，近年の長引

くデフレや増税などによる可処分所得の減少か

らも，家計の維持や生活の質の向上のために既

婚女性の雇用労働の重要性が増している。しか

しながら，職場においても，また家庭における

家事分担においても，従来の伝統的な性別役割

分業モデルが前提となり，それを維持したまま

の働き方へ，といった男女‘平等’シフトが，

女性の側に大きな負担を強いているという問題

が指摘されている。本稿では，調査データか

ら，現代女性はどのような働き方をしているの

か，仕事と家庭の「ワークライフバランス」は

いかなる状況であるのか，また女性の諸資源が

ワーキングライフスタイルや就労意欲といかに

関連し，それらが女性の生活の質をいかに規定

しているかを明らかにし，課題を検討する。

豊かな社会といわれる今日においても，個々

人にとって利用可能な社会的諸資源やライフス
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本稿は，現代女性の働き方が男女平等に基礎を置くようなものとなっているのか，仕事と家庭の
「ワークライフバランス」はいかなる状況であるのか，また女性の諸資源がワーキングライフスタイ
ルや就労意欲といかに関連しているかを明らかにすることを目的とする。京都市在住の満２０～５０歳の
女性を対象に実施した調査で得られた２４４人のデータを分析した結果，男女共同参画が社会的通念と
なりつつある一方で，職業意識や職業経歴などには，至る所に従来の性別役割分業の構図が浮かび上
がることが示唆された。
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タイルが人びとの生き方を狭めたり生活の質を

左右する。特に，子育て期を中心としたライフ

ステージにある女性においてはこの問題が顕著

にあらわれる。女性にとっては，利用可能な資

源が制限されている場合には，子育てや将来に

対する不安感が増したり自信の喪失といった問

題，さらに種々のリスクにさらされる確率を高

めるからである。「平成１８年版 少子化社会白

書」においても，昨今の少子化の原因として，

女性の負担感の高まり，現状の働き方の問題

点，父親の育児参加や意識改革の必要性が指摘

されている（内閣府，２００６）。したがって，本稿

ではとくに，種々の制約や必要などの影響を受

ける子育て期女性の就労と家庭，地域参加をめ

ぐる実態を明らかにする。

１．調査の概要

１．１ 調査設計

本研究においては京都市を調査対象地とした

調査データをもとに分析を行った。前述の少子

化社会白書での都道府県別データからは，京都

府の合計特殊出生率は２００５（平成１７）年度には

１.１８と東京都（１.０），北海道（１.１５）に次ぐ低い

率であることが明らかになっている。また平成

１６年大都市比較統計年表によれば，京都市につ

いては１.１２と，やはり東京都区部（０.９６），札幌

市（１.０１）に次ぐ低い率となっている（大都市

統計協議会，２００６）。ここから，京都市におい

ても女性のフルタイム就業が増えつつあるとい

う現状の一方で，仕事と子育ての両立が難しく

なっているという問題が存在すると考えられ

る。またこのことは，京都という市域は，とり

わけ女性に軋轢や矛盾を生じるジェンダーにか

かわる不平等構造を潜在的に孕んでいることを

意味するとも考えられる。

家族やジェンダーをとりまく今日の課題を検

討するために，全国規模や首都圏およびその郊

外ではランダムサンプリングに基づく調査が実

施され，研究が積み重ねられてきている（渡辺

他，２００４；目 黒・矢 澤，２０００；石 原，１９９９な

ど）。しかしながら，首都圏同様に大都市を含

み出生率が低い京都市においては，このような

問題意識に基づくランダムサンプリングによる

調査はほとんど行われていない。本研究の中心

的課題は，「都市型」である京都市の女性を対

象にした調査をもとに，女性の就業をめぐる実

態，就労と家庭の間の関係，地域生活への参

画，生活の質（主観的幸福など）の実態を明ら

かにしながら，現代女性の生活をめぐる課題を

検討することにある。

調査は京都市に在住する満２０～５０歳の女性を

母集団とし，サンプリング台帳として京都市選

挙人名簿を使用した層化二段抽出法による標本

抽出を行った。標本は１０００（調査地点は１００）

人（ただし有効抽出総数は９７０）である。調査

票は郵送法により２００５年６～７月に配布・回収

を行った。調査対象者を満２０～５０歳の女性とし

たのは，この年齢層が未婚から子育て期にかけ

ての女性を含むからである。２０代から５０代の女

性の過半数～約３分の２は就労しており，この

年齢層においては地域社会や家庭での「役割」

が様々に変化するなかで，彼女たちが接するジ

ェンダーにかかわる社会の不平等構造が彼女ら

の生活に最も影響を与えると考えられるからで

ある１，２）。調査における回収有効票数は２４４，有

効回収率は２５.２％であった。

１．２ 主な調査項目

この調査研究における主要な目的は４つあ
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る。第一に，京都市の女性の働き方の特徴や職

業意識を明らかにすること，第二に，子育て期

女性の仕事と家庭のバランスや相互連関を明ら

かにすること，第三に，地域生活など社会活動

への参加の実態について明らかにし，女性の働

き方との関連について検討すること，第四に，

生活の質の側面としてのWell-Being（幸福感）

を測定し，就業スタイルとの間の因果メカニズ

ムを明らかにすることであった。これらの事柄

をとらえることができるような質問項目からな

る調査票を作成し，調査を実施した。

２．調査結果

２．１ 回答者の概要

年齢構成（表１）は，３０～３４歳（２１.７％）がも

っとも多く，２０～２４歳（７.４％）がもっとも少な

い。２０代が少ないことからサンプルはやや高い

年齢に偏っている。

学歴構成（表２）は，短大・高専（３８.３％）が

もっとも多い。さらに，短大・高専（３８.３％），

大学（２５.５％），大学院（４.１％）の合計が６７.９％

に達することから，サンプルには高学歴層が多

く含まれているといえる。

婚姻上の地位（表３）については，「配偶者あ

り」と答えた者は７０％にのぼる。サンプルには

離別（２.９％），死別（０.０％）が少ないことも特

徴である。

雇用形態（表４）については，フルタイムの

一般従業者（４４.４％），臨時雇用者・パート・ア

ルバイト（３６.５％），派遣社員（５.６％）の合計が

８６.５％にのぼり，サンプルの大部分が雇用者で

あるといえる。

職種（表５）は，事務職（３３.７％），専門職

（２８.１％）サービス職（２１.９％）の順に高く，そ

の 他（１.１％）を 除 く と 生 産 工 程・労 務 職
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表１ 年齢構成

（７.４）１８２０～２４歳
（１５.６）３８２５～２９歳
（２１.７）５３３０～３４歳
（１９.７）４８３５～３９歳
（１８.４）４５４０～４４歳
（１７.２）４２４５～５０歳

（１００％）２４４合 計

表４ 雇用形態

合計内職自営業者・自由業者派遣社員
臨時雇用者・パート・
アルバイト

フルタイム
一般従業者

経営者・役員

１７８２２０１０６５７９２
（１００.０％）（ １.１）（１１.２）（ ５.６）（３６.５）（４４.４）（ １.１）

表２ 最終学歴

（１.６）４中学校
（３０.５）７４高等学校
（３８.３）９３短大・高専
（２５.５）６２大 学
（４.１）１０大学院

（１００％）２４３合 計

表３ 婚姻上の地位

（７０.０）１７０有配偶
（２７.２）６６未 婚
（２.９）７離 別
（０.０）０死 別

（１００％）２４３合 計

表５ 職種

合計
不明

（欠損値）
小計その他専門職

生産工程・
労務職

サービス職事務職

１７８１６１６２２５０１１３９６０
（１００.０％）（ ９.０）（９１.０）（ １.１）（２８.１）（ ６.２）（２１.９）（３３.７）



（６.２％）に従事する者が最も少ない。

従業者規模（表６）は，１００人以上（２７.５％）

がもっとも多く，２～９人（２４.２％），１０～２９人

（１７.４％）と続き，官公庁（３.４％）がもっとも少

ない比率であった。

表７と表８はそれぞれ，有職者１７８人につい

ての本人収入と全回答者２４４人の世帯収入を示

している。本人収入では２００～３００万円未満

（１９.７％）が最も多い。１０３万円未満の人が

２７.５％を占めることから低収入の人が一定程度

含まれているといえる。一方，世帯収入をみる

と６００万円～８００万円未満（２２.１％），８００～１０００

万円未満（１２.３％），１０００万円以上（１３.５％）で

約５割を占めており，回答者本人よりも配偶

者，同居者のほうが収入の高い人が多く含まれ

ているといえる。

子どもの数（表９）については，約６割の回

答者に１人以上の子どもがいる。「２人以上」

の子どもがいるのは４４.２％であり，子どもが

「１人」（１３.５％）よりも多い。

２．２ 働き方と仕事の選択基準

この節では，現在仕事に就いている女性が，

現在の仕事を選ぶにあたって何を重視したかそ

の選択基準について，雇用形態別に分析を行

う。

２．２．１ 就業の有無と雇用形態

調査対象者の就業の有無を見ると，７３％が何

らかのかたちで仕事に就いている。この７３％の

就業者について，その働き方を見ると４６％が正

規雇用（フルタイム），４３％が派遣・アルバイ
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表６ 従業者規模

合計わからない官公庁１００人以上５０～９９人３０～４９人１０～２９人２～９人１人
１７８９６４９１３１６３１４３１１

（１００.０％）（ ５.１）（ ３.４）（２７.５）（ ７.３）（ ９.０）（１７.４）（２４.２）（ ６.２）

表９ 子どもの数

合計４人３人２人１人０人
２４４５３７６６３３１０３

（１００.０％）（ ２.０）（１５.２）（２７.０）（１３.５）（４２.２）

表７ 本人収入（有職者のみ）

（１.１）２な し
（８.４）１５５０万円未満
（１８.０）３２５０～１０３万円未満
（１１.８）２１１０３～１５０万円未満
（９.６）１７１５０～２００万円未満
（１９.７）３５２００～３００万円未満
（１２.９）２３３００～４００万円未満
（７.９）１４４００～５００万円未満
（３.９）７５００～６００万円未満
（３.９）７６００万円以上
（２.８）５無回答

（１００.０％）１７８合 計

表８ 世帯収入

（８.８）２００～２００万円未満
（６.１）１５２００～３００万円未満
（８.２）２０３００～４００万円未満
（１２.７）３１４００～５００万円未満
（９.８）２４５００～６００万円未満
（２２.１）５４６００～８００万円未満
（１２.３）３０８００～１０００万円未満
（１３.５）３３１０００万円以上
（７.０）１７無回答

（１００.０％）２４４合 計



トを含む非正規雇用（パートタイム），残りの

１１％が，自営業・自由業であった。現在，労働

分野では雇用の非正規化がかなりの勢いで広が

っており（中野，２００６），その中心にいるのが女

性である。厚生労働省が２００３年に行った「就業

形態の多様化に関する総合実態調査」による

と，パートタイムや派遣，嘱託，契約などの非

正規雇用の割合は，男性が２０％なのに対し，女

性は５５.６％を占めている（厚生労働省大臣官房

統計情報部雇用統計課，２００５）。それと比較す

ると，今回の調査データでは若干非正規雇用者

の割合が少ない。（図１，図２）

２．２．２ 現在の働き方と仕事の選択基準

次に，現在の仕事を選ぶにあたって何をどの

程度重視したかということが雇用形態によって

異なるかどうかの分析を行った（図３）。「収入

が多いこと」は，正規，非正規，自営・自由業

の３形態とも「やや重要」と回答した人が多

い。「社会的に評価されること」は，非正規雇

用者のみ「あまり重要でない」が５４.２％と多く，

正規，自営・自由業は「やや重要」と回答した

人が多い。「自分の能力や個性を発揮できるこ

と」は，自営・自由業は，８１.８％の人が「重要」

「やや重要」と回答し，正規雇用者も８３.５％の人

が「重要」「やや重要」と答えている。「自分の

意見が尊重されること」は，３形態とも「やや

重要」と回答した人が多かったが，自営・自由

業は「重要」とあわせると７２.７％となる。「将来

性があること」は，正規雇用者は「やや重要」

は５３.２％，自営・自由業は「重要」「やや重要」

をあわせると７７.３％となる。非正規雇用者は，

「あまり重要でない」が４１.１％ともっとも多い。

「安定していること」は，正規雇用では「重要」

「やや重要」をあわせると９２.３％，自営・自由業

は「あまり重要でない」「重要でない」あわせる

と４１％と他の２形態に比べ，２０％以上多い。

「仕事がきつくないこと」は正規雇用者では

「あまり重要でない」が４３％ともっとも多く，

非正規雇用者，自営・自由業では「やや重要」

がそれぞれ４１.１％，４０％ともっとも多い。「働

く時間が短いこと」は，非正規雇用者は「重要」

「やや重要」をあわせると５８.９％だが，正規雇用

者では「あまり重要でない」が４７.４％ともっと

も多い。「職場が遠くないこと」は，非正規雇

用者は，「重要」「やや重要」をあわせると

９０.４％で，「重要でない」と答えた人は少ない。

「転勤・出張などがないこと」は，非正規雇用

者は「重要」「やや重要」あわせると７８.１％とな

る。
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図１ 就業の有無 図２ 就業者の雇用形態



これらの結果より，正規雇用者は仕事を選ぶ

にあたっては，「社会的に評価されること」「自

分の能力や個性を発揮できること」「自分の意

見が尊重されること」「安定していること」を

重視していることがわかった。非正規雇用者は

「職場が遠くないこと」をもっとも重視してお

り，そのほか「働く時間が短いこと」「転勤・出

張などがないこと」「仕事がきつくないこと」

などを重視しており，「社会的に評価されるこ

と」はあまり重要視していない。自営・自由業

は，仕事の選択基準として重要視しているのは

「自分の能力や個性を発揮できること」「自分の

意見が尊重されること」「将来性があること」

であり，「収入」に関しては３形態とも同程度

に重要視している。

非正規雇用者が，「職場が遠くないこと」や

「働く時間が短いこと」「転勤・出張などがない

こと」を重視するのは，やはり家事・育児，介

護などとの両立を図るのが主な理由と考えられ

る。

２．３ 仕事の自律性

この節では，仕事を持っている女性が，自分

の仕事の内容ややり方をどの程度自分で決定す

ることができるかどうかについて分析を行う。

「自律性」とは自分の仕事のやり方に関し自分

自身がもつ決定力を指す（Kohn,1983）。部下

の仕事のやり方に関して自分がもつ決定力であ

る「監督的権限」と，自分が帰属している組織

に関わる事柄に対して自分がもつ決定力である

「意思決定権限」とをあわせて「仕事の場にお

ける事柄決定力」といい，これにはジェンダー
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図３ 雇用形態別仕事の選択基準（重要，やや重要と答えた割合）



による不公平が指摘されている（村尾，２００３）。

調査では，回答者の仕事が自律的要素を持つか

を４つの設問から問い，職種によって仕事の自

律性に違いがあるかどうか検討した。職種は，

事務職，サービス職，生産工程・労務職，専門

職の４つに分類している。

「自分の仕事のペースを自分で変えることが

できる」という設問には，４職種とも「あては

まる」と答えたものが４５％以上あり，どの職種

も自分の仕事に関しては決定権を持っていると

考えられる（図４）。

「職場全体の仕事のやり方や編成を変えるこ

とや決めることに発言権がある」の設問には，

専門職は５３.２％が「あてはまる」と答えている

が，残りの事務職，サービス職，生産工程・労務

職は「あてはまらない」が多く，特に生産工程・

労務職は８０％と４職種の中でもっとも多い。生

産工程・労務職はブルーカラーであり，自分の仕

事以外には決定権がないことが伺える（図５）。

「事業内容の企画や決定について，自分の意

思を反映させることができる」には，専門職の

５１％が「あてはまる」と答えているが，残りの

３職種は「あてはまらない」が５０％以上であ

る。特に生産工程・労務職は９０％が「あてはま

らない」と回答し，「あてはまる」と答えた人は

０％であり，事業内容に全く自分の意思が反映

されないという結果であった（図６）。

「部下の仕事内容ややり方をほとんど私が決

めている」には，４職種とも「あてはまらない」

や「該当なし」と回答した人が多く，全体でも
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図５ 職種と仕事の自律性（職場全体）

図４ 職種と仕事の自律性（自分の仕事）



６４.５％と半数以上の人が「あてはまらない」と

回答している。「あてはまる」と答えた中では

サービス職が２６.５％ともっとも多かった（図

７）。これは日本の女性管理職の比率が９.９％

（厚生労働省女性局，２００５）であることを考え

ると妥当な結果といえる。

これらの結果より，自分の仕事のペースなど

にはある程度個人の仕事の自律性はあるが，職

場全体や事業そのものへ女性の意思を反映させ

たり，事業に参画するところまではいっていな

い女性の労働の現状が浮かび上がってくる。

２００６（平成１８）年の「人間開発報告書」による

と，日本はジェンダー・エンパワーメント指数

（GEM）は測定可能な７５か国中４２位と低く，女

性が政治経済活動に参加し意思決定に参加する

機会が不十分であることがいわれているが，そ

れを裏付ける結果である（国連開発計画，

２００６）。

２．４ 職業キャリアと仕事

この節では，女性が最後に学業を終えた時点

で考えていたライフコース，そして現実のライ

フコースの比較，そして，現実のライフコース

から「自分が必ずやらなければならない仕事」

の意識の分析を行う。

２．４．１ ライフコースの希望と現実

今日の日本では，女性の高学歴化が著しく進

んでおり，それと並行して女性の社会進出の増

加が注目されている。そしてそれに伴い，女性
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図６ 職種と仕事の自律性（事業内容）

図７ 職種と仕事の自律性（部下の仕事内容）



が選択するライフコースも多様である。女性は

結婚，出産等の様々な家族生活におけるライフ

イベントを機にライフコースに変化がみられる

ことが多いが，ライフコース選択の要因とし

て，学歴や婚姻状況はどのように関係している

のだろうか。

ここでは，調査者対象者が最終学卒直後に考

えていたライフコース（職業経歴）と，現実の

ライフコース（職業経歴）の比較を行う。分析

では，女性の学歴を①中学校・高校，②短期大

学・高等専門学校，③大学・大学院の３段階に

わけ，職業経歴を①継続就労型，②一時中断

型，③専業主婦型，④その他にわけ分析を行っ

た。さらに，女性にとって大きなライフイベン

トである結婚も分析に加え，婚姻の有無を①既

婚，②未婚，③その他（死別・離別）とし，こ

の３変数を用いてクロス表で分析を行った。

まず初めに，表１０は学歴別の婚姻の有無をあ

らわしたクロス表である。全体の約７０％が既婚

者であるが，大学・大学院卒の高学歴者は，そ

れ以外の学歴に比べ約２０％既婚者が少ない。

以下の表１１と表１２は，それぞれ，最終の学校

を終えた時点で考えていたライフコースと，現

実のライフコースを既婚・未婚・その他別に示

したクロス表である。特に既婚者に注目する

と，希望していたライフコースと，現実のライ

フコースに変化が見られる。最終学歴が中学

校・高校および短期大学・高等専門学校である

対象者に関しては，全体の約４０％以上が専業主

婦になるライフコースを希望し，家庭優先志向

が強いといえる。それに対し現実のライフコー

スでは，それぞれ約１０％ずつ専業主婦型が減少

し，継続就業型，また一時中断型のライフコー

スへ移行していることがわかる。これは，結婚

や出産という女性にとっての大きなライフイベ

ントを迎えても何らかの理由で就業を継続して

いる，或いは，一時は離職したものの，子ども

の成長と共に時間的なゆとりの発生や家庭の財

政面等からの事情で仕事に就くということが要

因として考えられる。

一般に，高学歴女性はキャリア志向が強いと

いわれるが，逆に主婦化にも転換しやすいとも

いわれている（杉野・米村，２０００）。表１３は，既

婚の高学歴女性に特に注目し，希望と現実のラ

イフコースを示したものである。今回の調査結

果では，全体の約４６％が就業継続型のライフコ

ースを歩んでおり，キャリア志向への意思の高

さがいえる。しかし，既婚の高学歴女性のう
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表１０ 学歴と婚姻の有無

合 計
婚 姻 の 有 無

その他未 婚既 婚

７７６１２５９
中学校・高校

学
歴
３
段
階

１００.０％７.８％１５.６％７６.６％

９３１２２７０
短期大学・高等専門学校

１００.０％１.１％２３.７％７５.３％

７２０３２４０
大学・大学院

１００.０％.０％４４.４％５５.６％

２４２７６６１６９
合 計

１００.０％２.９％２７.３％６９.８％
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表１１ 学歴と希望職業経歴と婚姻の有無

合 計
希望職業経歴

婚姻の有無
その他専業主婦型一時中断型継続就業型

５９１３０１５１３中学校・高校
学
歴
３
段
階

既

婚

１００.０％１.７％５０.８％２５.４％２２.０％
７０１２９２０２０短期大学・高等専門学校 １００.０％１.４％４１.４％２８.６％２８.６％
３９１１０５２３大学・大学院 １００.０％２.６％２５.６％１２.８％５９.０％
１６８３６９４０５６合 計 １００.０％１.８％４１.１％２３.８％３３.３％
１２０３３６中学校・高校

学
歴
３
段
階

未

婚

１００.０％.０％２５.０％２５.０％５０.０％
２２３８６５短期大学・高等専門学校 １００.０％１３.６％３６.４％２７.３％２２.７％
３２８３９１２大学・大学院 １００.０％２５.０％９.４％２８.１％３７.５％
６６１１１４１８２３合 計 １００.０％１６.７％２１.２％２７.３％３４.８％
６４２中学校・高校学

歴
３
段
階

そ
の
他

１００.０％６６.７％３３.３％
１１０短期大学・高等専門学校 １００.０％１００.０％.０％
７５２合 計 １００.０％７１.４％２８.６％

表１２ 学歴と現在の職業経歴と婚姻の有無

合 計
現在の職業経歴

婚姻の有無
その他専業主婦型一時中断型継続型

５９２２４２３１０中学校・高校
学
歴
３
段
階

既

婚

１００.０％３.４％４０.７％３９.０％１６.９％
７０３２２２４２１短期大学・高等専門学校 １００.０％４.３％３１.４％３４.３％３０.０％
４０４１０８１８大学・大学院 １００.０％１０.０％２５.０％２０.０％４５.０％
１６９９５６５５４９合 計 １００.０％５.３％３３.１％３２.５％２９.０％
１１００１１中学校・高校

学
歴
３
段
階

未

婚

１００.０％.０％.０％１００.０％
２２７２１３短期大学・高等専門学校 １００.０％３１.８％９.１％５９.１％
３２８０２４大学・大学院 １００.０％２５.０％.０％７５.０％
６５１５２４８合 計 １００.０％２３.１％３.１％７３.８％
６４２中学校・高校学

歴
３
段
階

そ
の
他

１００.０％６６.７％３３.３％
１１０短期大学・高等専門学校 １００.０％１００.０％.０％
７５２合 計 １００.０％７１.４％２８.６％



ち，２３人が継続就業型を希望していたが，現実

では１４人（約６１％）である。希望通りのライフ

コースを選択している人の割合は高いが，残り

の４０％は，一時中断型（２人，約９％），専業主

婦型（５人，約２２％），その他（２人，約９％）

へ移行していることがわかる。中でも，専業主

婦型のライフコースとなった割合が高い。この

要因として，家庭内におけるライフイベントが

大きく関わっていることが考えられる。それと

共に，どの学歴の女性に関しても，ライフコー

ス選択には，配偶者である夫の学歴や職業威信

が関係していることが考えられる。

２．４．２ 自分にとってやらなければならな

い仕事とは

家事や育児，介護，看護等の家庭内の仕事や

地域活動等は，報酬は無いものの生活を営むに

あたって必要不可欠であり，このような仕事は

一般的に「アンペイドワーク」と呼ばれる。家

庭内のアンペイドワークに関しては女性が多く

を担うことが至って現状であり，中でも育児は

女性にとって義務に近いような大切な役割であ

るとみなす意識が非常に強い（鈴木，１９９９）。

家庭外の仕事に対する男女平等性志向の高まり

はみられても，「家庭内の仕事は女性の仕事」

とする意識が潜在的に残っていることが考えら

れる。それと同時に，高学歴者ほど伝統的な性

役割意識が弱いことも示されている（原・肥和

野，１９９０）。

ここでは，家庭内のアンペイドワークである

「育児」と，家庭外のアンペイドワークである

「PTA・町内会などの地域活動」について，それ

ぞれの仕事を「自分が必ずしなければいけない

仕事」であると思うかの意識が職業経歴や婚姻

の有無によって違いがあるのかを分析した。

表１４は，育児に関する分析を行った結果であ

る。既婚・未婚で数パーセントの差はみられる

が，職業経歴別では，既婚のその他の職業経歴

以外，半数以上が「自分の仕事である」と意識

していることがわかる。一般的に継続就業型の

女性は，専業主婦型に比べ平等性志向が高いと

いわれ，育児を「必ずしなければならない仕

事」と考えている割合は，専業主婦に比べて継

続就業型は低いのではないかと予想された。し

かし，既婚・未婚共に，継続就業型の女性が育

児を「自分の仕事である」と捉える傾向は強

く，既婚者の専業主婦型とほぼ同じ割合であ

る。やはり，母業に関しては職業経歴に関わら

ず，潜在的に自分の仕事であるという意識が強

いことがうかがえる。
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表１３ 既婚・高学歴対象者の希望と現在の職業経歴

合 計
現在の職業経歴

その他専業主婦型一時中断型継続型
２３２５２１４継続就業型

希
望
職
業
経
歴

１００.０％８.７％２１.７％８.７％６０.９％
５０１３１一時中断型 １００.０％.０％２０.０％６０.０％２０.０％
１０２３２３専業主婦型 １００.０％２０.０％３０.０％２０.０％３０.０％
１０１００その他 １００.０％.０％１００.０％.０％.０％
３９４１０７１８合 計 １００.０％１０.３％２５.６％１７.９％４６.２％
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表１４ 現在の職業経歴と育児と婚姻の有無

合 計
育 児

婚姻の有無
そう思うどちらでもないそう思わない

４９３６８５継続型
現
在
の
職
業
経
歴

既

婚

１００.０％７３.５％１６.３％１０.２％
５５３９７９一時中断型 １００.０％７０.９％１２.７％１６.４％
５５４３５７専業主婦型 １００.０％７８.２％９.１％１２.７％
９４１４その他 １００.０％４４.４％１１.１％４４.４％

１６８１２２２１２５合 計 １００.０％７２.６％１２.５％１４.９％
４８３２１２４継続型現

在
の
職
業
経
歴

未

婚

１００.０％６６.７％２５.０％８.３％
２１１０一時中断型 １００.０％５０.０％５０.０％.０％

１５１１３１その他 １００.０％７３.３％２０.０％６.７％
６５４４１６５合 計 １００.０％６７.７％２４.６％７.７％
２１１継続型

現
在
の
職
業
経
歴

そ
の
他

１００.０％５０.０％５０.０％
５５０一時中断型 １００.０％１００.０％.０％
７６１合 計 １００.０％８５.７％１４.３％

表１５ 現在の職業経歴とPTA・町内会などの地域活動と婚姻の有無

合 計
PTA・町内会などの地域活動

婚姻の有無
そう思うどちらでもないそう思わない

４９１４１９１６継続型
現
在
の
職
業
経
歴

既

婚

１００.０％２８.６％３８.８％３２.７％
５５１９２１１５一時中断型 １００.０％３４.５％３８.２％２７.３％
５６１９２３１４専業主婦型 １００.０％３３.９％４１.１％２５.０％
９２３４その他 １００.０％２２.２％３３.３％４４.４％

１６９５４６６４９合 計 １００.０％３２.０％３９.１％２９.０％
４８１１２３１４継続型現

在
の
職
業
経
歴

未

婚

１００.０％２２.９％４７.９％２９.２％
２１０１一時中断型 １００.０％５０.０％.０％５０.０％

１５２２１１その他 １００.０％１３.３％１３.３％７３.３％
６５１４２５２６合 計 １００.０％２１.５％３８.５％４０.０％
２０１１継続型

現
在
の
職
業
経
歴

そ
の
他

１００.０％.０％５０.０％５０.０％
５１３１一時中断型 １００.０％２０.０％６０.０％２０.０％
７１４２合 計 １００.０％１４.３％５７.１％２８.６％



次に，家庭外のアンペイドワークとされる地

域活動に関する仕事意識については，表１５の通

り回答に大きなばらつきがあった。既婚女性の

継続型と，一時中断型・専業主婦型の間で約

５％の差があり，後者のほうが仕事であると意

識している割合が高いものの，地域活動に関し

ては，必ずしも既婚・未婚，職業経歴と一貫し

た関連は見いだされない。また，全体的に「ど

ちらでもない」の割合が高いが，これは地域活

動を自分が「必ずしなければならない仕事」と

位置づけることへの迷いからであると考えられ

る。

２．５ 就労と社会参加活動

人々が物質的な豊かさよりも心の豊かさを求

めるようになって久しい。このような価値優先

順位の変化は欧米での変化が指摘されるととも

に，日本においても，高い職業的地位・高収

入・高学歴・多くの財産を獲得することに代表

される「達成的地位」を重視する人々ばかりで

はなく，家族から信頼と尊敬を得ること・社会

参加活動で力を発揮すること・余暇サークルで

中心的役割を担うことなど，人間関係を重視し

た「関係的地位」を重視する人々が存在してい

ることが明らかにされている（イングルハー

ト，１９７８；今田，１９９９）。また今日，「関係的地

位」を重視するような人々は，働くことに対す

る意識の変化のあらわれとしてワークライフバ

ランスの文脈のなかで注目をあつめている（大

沢，２００６）。

「達成的地位」から「関係的地位」への価値優

先順位の変化は特徴的である。イングルハート

によれば，「関係的地位」を重視する脱物質主

義的価値観とはマズローが「自己実現欲求」と

呼ぶものである。したがって価値優先順位の変

化は，経済的にも物質的にも恵まれた個人が物

質主義的価値観から脱物質主義的価値観にシフ

トする形で進行していくとされる。つまり「関

係的地位」を重視することは，生活の安全を保

障された人々が脱物質主義的な高次の欲求─自

己の能力・可能性を発揮して自らを発展させた

いと願うこと─をもつに至ることであるといえ

る。

このような性質を持つ脱物質主義的な欲求を

満たす方法には大きくわけて２つの領域での活

動が考えられる。第一に，公的な領域としての

職場での活動である。ここでは日々の仕事を通

して，自己の能力・可能性を発揮することが予

想される。第二に，私的な領域としての家庭，

地域，余暇における活動である。ここでは，家

族からの信頼や地域活動，余暇活動に積極的に

関わることを通じて自己の能力・可能性を発揮

することが予想される。

本節では，現代日本社会において一般的にな

った女性の就労に着目して，就労状態の違いが

脱物質的な価値観，私的領域における実際の社

会参加に関連があるのかを検討する。

２．５．１ 価値観の測定

調査では，価値観を尋ねる複数の質問を行

い，その重視度を４段階で回答してもらった。

ここでは，１社会的評価の高い職業につくこ

と，２高い収入を得ること，３高い学歴を得る

こと，の３項目に対する回答を達成的地位を重

視する価値観として捉えることができる。そし

て，４家族から信頼と尊敬を得ること，５様々

な人と交流して自分の世界を広げること，６町

内活動などに積極的に参加して地域の役にたつ

こと，の３項目に対する回答を関係的地位を重

視する価値観として捉えることができる。
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図８から，生活と直接結びつく「高い収入を

得ること」を除いて，達成的地位をあらわす指

標はそれほど重視されていない。一方で，「町

内活動などへの積極的参加」を除いた関係的地

位をあらわす指標は８割以上の人々が重視して

いる。

２．５．２ 就労と価値観

次に，就労状態（有職／無職）と関係的地位

を重視する価値観の間にどのような関連がある

のかを検討する。ただし，本稿で用いるデータ

は横断的なものであるため因果関係には言及せ

ずに関係性の特徴を指摘することになる。表

１６，１７，１８によると，「家族からの信頼と尊敬を

得ること」，「様々な人と交流して自分の世界を

広げること」，は就労状態に関わらず同じ割合

で重視されているといえる。一方で，「町内活

動などに積極的に参加して地域の役に立つこ

と」については，無職者のほうが有職者よりも

重視している。

２．５．３ 就労と社会参加活動

就労状態によって社会参加活動に違いがある

のかを検討する。質問紙では社会参加に関連す

る１１の分野についてそれぞれの分野での参加態

度を５段階の尺度「１．まったく関わっていな

い」「２．受動的に関わってきた」「３．どちら

ともいえない」「４．できるだけ関わってきた」

「５．積極的に関わってきた」で尋ねている。

本項ではその中でも特に私的な領域に属すると

考えられる（a）自治会・町内会・婦人会など

の地域活動，（b）NPO・NGO・ボランティア団

体などの市民活動，（c）趣味・スポーツなどの

サークル活動，おけいこごと，の３つの質問項

目を用いて，就労状態と私的領域での社会参加

活動の間に関連があるのかを検討する。
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図８ 価値観の重視比率構成



図９は就労状態別にそれぞれの活動項目への

参加態度の平均値をプロットしたものである。

地域活動，市民活動では就労状態によっての違

いがほとんどみられないことがわかる。サーク

ル活動の参加態度についてのみ就労状態により

違いがあるようにみられるものの，有意な差は

認められなかった。したがって，就労状態と私

的領域での社会参加活動には関連がないといえ

る。

２．５．４ 社会参加活動と子育て

前項までの分析により，無職者は有職者より

も関係的地位をあらわす価値観の一部（地域貢

献）を重視しているにも関わらず，実際には有

職者よりも積極的に社会参加活動に関与してい

るとはいえないことが確認された。この矛盾し

た結果を無職者のライフステージから検討す

る。

図１０から，この調査で対象とした５０歳までは
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表１６ 就労形態別家族からの信頼と尊敬に対する重視比率

合 計
家族から信頼と尊敬を得ること

重要であるやや重要であるあまり重要でない重要ではない

１７５７０８３２１１
有職

１００.０％４０.０％４７.４％１２.０％０.６％

６４３１２７５１
無職

１００.０％４８.４％４２.２％７.８％１.６％

２３９１０１１１０２６２
合 計

１００.０％４２.３％４６.０％１０.９％０.８％

表１７ 就労形態別他者との交流に対する重視比率

合 計
様々な人と交流して自分の世界を広げること

重要であるやや重要であるあまり重要でない重要ではない

１７５７８８１１２４
有職

１００.０％４４.６％４６.３％６.９％２.３％

６４３０３１３０
無職

１００.０％４６.９％４８.４％４.７％.０％

２３９１０８１１２１５４
合 計

１００.０％４５.２％４６.９％６.３％１.７％

表１８ 就労形態別地域貢献に対する重視比率

合 計
町内活動などに積極的に参加して地域の役にたつこと

重要であるやや重要であるあまり重要でない重要ではない

１７５３７３８４１５
有職

１００.０％１.７％４１.７％４８.０％８.６％

６４４３６１９５
無職

１００.０％６.３％５６.３％２９.７％７.８％

２３９７１０９１０３２０
合 計

１００.０％２.９％４５.６％４３.１％８.４％



概ね現代日本社会と同じM字型の就労者比率

を描いていることが読み取れる。他方で，年齢

層別に子どもがいる世帯の比率をみると３０～３４

歳の年齢層では４割を超え，３０～３９歳以上の年

齢層では６割を超えている。就労者比率の減少

と子どもがいる世帯の増加の時期が一致するこ

とから，この図は女性の就労者比率の減少が子

育てに関与したものであることを示している。

また無職者（６６人）のうち子どもがいる世帯

（４６人）は約７割である（図は省略）。この４６人

のうち，子どもが０～５歳以下である者は

７１.７％であり，有職者における割合（３７.２％）の

約２倍である。このように無職者の多くが，学

齢前の子育て期にあることを考えると無職者が

私的領域での社会参加活動に積極的に関与する

ことが時間的に難しいことが理解できる。した

がって，無職者の多くが子育て期のライフステ

ージにあることが，関係的地位を重視している

にも関わらず私的領域での社会参加活動に積極

的に関与していない理由の１つにあげられ

る３）。

２．６ ライフステージと就労

この節では，女性の働き方の選択がライフス

テージによっていかに異なるかを明らかにして

いく。

男性と女性とでは，とくに結婚後の生活の様

子が大きく異なることは一般的な状況である。

日本だけにとどまらず，欧米先進国においても

「男性は外で働き，女性は家を守る」という規

範が少なからず残存するが，日本と比較すれば

諸外国の性の平等化はかなり進んでいることが

たびたび示されている。このことはたとえば，

欧米先進国では女性の年齢別労働力率は結婚・

出産・子育て期に減少しなくなっているのに対

し，日本ではいまだ女性の労働力率がＭ字型を

描くことに顕著に見られる。また，男性の家事

協力度は明らかに日本が一番小さいことも多く

の調査結果から示され，時間の使い方について

の性別による不平等は国際比較の上でも日本が
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図９ 私的領域における社会参加活動態度



最も大きいという結果が示されている（矢野，

１９９５；NHK放送文化研究所世論調査部，１９９５）。

共働き世帯が過半数を占める今日でもなお家族

成員による性別役割分業が維持されていること

が，とりわけ既婚女性の高い不満や，未婚女性

の高い不安を招いており，このことが晩婚化や

未婚化，ひいては少子化の原因の一つとなって

いるとも考えられている。

人々は種々のライフイベント（就職，結婚，

子どもの誕生，定年退職など）において大きな

転機を迎え，したがってその前後ではライフス

タイルを変化させるであろうが，女性はとくに

結婚後にライフスタイルが大きく変わることと

なる。したがって以下で，ライフステージの諸

段階において個人の就労のしかたがどのように

変化しているのか検討する。

２．６．１ ライフステージの測定

従来，ライフコース研究などにおいては，ラ

イフイベントによって区切られる人生のパター

ンの把握と歴史的変化との相互関連，さらに

個々人のライフコースの差異を生じる要因を明

らかにする目的で，ライフステージが分析の中

で様々に用いられてきた（Elder,1974；森岡・

青井，１９８７）。それらの研究においては，ライ

フイベントに基づいてライフステージを区切る

際に，分析目的に応じていくつかの異なる区分

方法が用いられてきたが，ここではとくに女性

の子育て期までの生活の変化に注目する目的か

ら，以下のような区分を用いている。括弧内は

それぞれのライフステージに相当する回答者の

人数分布である。

１．未婚子どもなし（６６人）

２．既婚子どもなし（３３人）

３．末子０～２歳 （４１人）

４．末子３～６歳 （３０人）

５．末子７～１２歳 （３６人）
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図１０ 子どのいる世帯割合および就労者割合



６．末子１３歳以上 （３３人）

今回の調査は横断的な（１時点の）データで

あるため，以下の分析では各ライフステージを

構成している女性層の就労にかんする特徴を描

き出していくこととなる。

２．６．２ 働き方とライフステージ

未婚／既婚および子ども（末子）の年齢段階

に基づくライフステージ別に，女性の働き方を

見た。ここでの働き方については，正規雇用

（フルタイム）／非正規雇用（パートタイム）／

自営業／無職の４分類を用いている。図１１を見

ると，ライフコースを通じたパターンとしての

いわゆるM字型曲線と似たパターンが浮かび

上がる。未婚時が最もフルタイム比率が高く，

また子どもがいない層でも三分の一の女性がフ

ルタイムで働いている。しかし，末子０～２歳

の層で最も就労している割合が低くなり，子ど

もの出産が労働市場からの退出と密接に結びつ

いていることが明らかである。末子３～６歳層

でもフルタイム比率は低いがパートや自営とし

て就労する女性を含めると過半数が働いてい

る。さらに末子が小学校以上になると四人のう

ち三人が何らかの形で就業している。

次に，ライフコースに沿った就労パターンが

回答者の学歴階層によって異なるかどうかを検

討する。女性の就労についてこれまで日本では

欧米諸国と異なり，学歴と女性の労働力率との

間に有意な相関は見られない，ということが示

されてきている。欧米諸国では，他の条件が同

じであるなら高学歴女性の方がより市場労働へ

の参加を行っている，という関連が繰り返し検

証されている。それに対し日本ではそういった

関連は見られないと言われ，この点に関する議

論が展開されてきた（Brinton,1993）。

図１２（中・高卒），図１３（短大卒以上）より，

いずれの学歴の女性も子ども（末子）の年齢が

０～２歳の頃に最も非労働力化しやすい傾向が

ある。しかし，詳しく見るとその傾向は異なっ

ていることがわかる。中・高卒女性は結婚を機

にフルタイム市場からいったん退出してしまう

傾向が強く，既婚子どもなし期以降の大部分の

ライフステージでパートタイムとして就労して

いる者が正規・フルタイム就業者より多い。そ

れに対し短大卒以上の女性は，未婚子どもなし

期と既婚子どもなし期ではフルタイム就業の割

合はそれほど差がない。また末子０～２歳期に

おいてもフルタイム就業を継続することがうか

がえる。これは，中・高卒女性の職場と比較し

て短大卒以上女性の勤務先には様々なフルタイ

ムとして就業を継続できるための制度がより整

っていることが理由として考えられる。また高

学歴女性ほど性別役割観が非伝統的（性別役割

分業に否定的）である傾向が従来からあった

が，このことが今日では高学歴女性の就労継続

意志の強まりとしてあらわれているとも考えら

れる。

結論と考察

京都市の女性調査データからは，子育て期を

中心とする２０～５０歳代の女性は就労意欲は高い

ものの，根強い性別役割分業意識とのはざまで

葛藤していることが示唆される。正規雇用で働

く者は，仕事を通して自分の能力が発揮できた

り社会的に評価されることを重視し，また将来

性や安定性のある仕事を望んでおり，それに対

し雇用者の約半数を占める非正規女性は職場の

場所・働く時間など，家庭での女性の「役割」
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との両立を図りながら仕事を選ぶ傾向がある。

母親としての役割を「女性の仕事」とする意識

は，現在の働き方や学歴に関わらず強く存在し

ており，それが「７割の女性が第一子出産を機

に離職する」という厚生労働省などの調査に見

られる結果を帰結している。高い就労意欲を持

つ高学歴女性が今後も増加すると考えられるこ

とから，こうした女性が仕事を持ってある程度

働き続けた時に，母親役割意識との板挟みに大

きなストレスを感じることが予想される。

本稿では紙幅の制約から，主として働き方の

実態と意識，仕事と家庭との関連のありかた，

地域生活への関与に等について論じ，性別役割

意識，社会的資源（サポートなど），および心理

的幸福感の間の関連については論じることがで

きなかった。具体的には，１）生活の質の側面
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図１１ 働き方とライフステージ

図１２ 働き方とライフステージ（中・高卒） 図１３ 働き方とライフステージ（短大卒以上）



としてWell-being（幸福感）の実態と働き方と

の関連，２）女性をとりまくパーソナルネット

ワークの側面やそれらのサポート資源としての

役割，３）女性の性別役割意識と仕事・家庭生

活との関連や心理的影響，などである。これら

の点については，今後，あらためて別稿にて論

じたい。

付記：本稿は，２００５年度および２００６年度立命館大
学産業社会学会の研究助成をうけて実施した，共同
調査研究「現代女性の社会階層とソーシャルネット
ーワークに関する調査研究」の成果の一部である。
記して感謝したい。

注
１） ２０代から５０代の女性の有業率は，平成１７年の

国勢調査抽出速報集計によると，全国では，最
も低い６１.９３％（３０～３４歳層）から，７３.０１％（２５
～２９歳層）となっている。また京都市の女性の
有業率にかんしては，平成１４年の就業構造基本
調査（総務省統計局，２００２）によると，最も低
いのは３５～３９歳層の５４.１７％，最も高いのは２５
～２９歳層の６８.７４％である。

２） 本調査の標本抽出手続きに関する詳細につい
ては，松井・中井（２００５）を参照のこと。

３） 平成１４年就業構造基本調査（総務省統計局，
２００２）によると本調査の母集団である京都市の
女性の有業率はそれぞれ３０～３４歳層（６２.１％），
３５～３９歳層（５４.２％）となっており，サンプル
における３０～３４歳層（６７.９％）３５～３９歳層（６２.５％）
のほうが高い有業率となっている。したがって
子育て期間というライフステージにあることが
私的領域における社会参加活動に積極的でない
という解釈は限定的なものであり，今後の課題
として年齢，職種，希望する職業キャリアとい
った他の要因の影響を検討する必要が残されて
いる。
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Abstract:Inthisarticle,weexploreseveralfactorsthatmayhaveaneffectonwomen’sattitudes

towardslaborforceparticipation,judgmentaboutjobs,andhouseholdlabor.Weusedatafroma

surveyof244womeninKyoto,findingthatwomen’sworkinglivesareinfluencedbyparenthood

toalargerextent,despitethefactthatanincreasingnumberofwomenhaveenteredthelabor

force.Weinvestigatewhetherthereareanyeffectsoftheemploymentstatusofwomenontheir

judgmentaboutjobs.Womenworkingfull-timejudgejobsmorebysuchintrinsicaspectsasself-

expression and individualaccomplishment;women working part-time,more by extrinsic

characteristicssothattheycanbalanceworkandfamily.Wealsoexaminewhetherthereareany

effectsoflevelsofworkforceparticipationontheresponsibilitiesofrunningahomeandraising

children.Both womenworkingfull-timeandfull-timehomemakershavestronggender-role

responsibilities.Theresultsindicatethatthesocietalresponsetothechangingneedsoffamilies

hasbeenslow,especiallyfortherespondentsduringthestagesofchild-raising.

Keywords:gender,occupationalself-direction,socialparticipation,lifecourse,lifestage
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